様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年　3月 19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） しこくでんりょくかぶしきがいしゃ                
　　一般事業主の氏名又は名称  四国電力株式会社                
（ふりがな）     ながい　けいすけ　　            
（法人の場合）代表者の氏名  　長井　啓介     印   
住所　〒760-8573　高松市丸の内２番５号

法人番号　　9470001001933　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	よんでんグループ中期経営計画2025


	公表日
	2021年3月31日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/policy/medium-term_management_plan/medium-term_management_plan_2025.pdf　P5-6、P27

	記載内容抜粋
	四国電力グループが有する電気事業を中心としたインフラや技術・サービスを強靭化・多様化するとともに、新たな事業・市場領域にも進出していくことで、「スマート化による豊かな暮らしの創造」、「地域課題の解決・経済活性化」、「脱炭素社会の実現」を目指します。
脱炭素化とDXの推進により、エネルギーや情報通信分野を中心にビジネスモデルを変革し、多様なニーズに対応した革新的なサービスが提供できる四国地域のプラットフォーマーとして、快適で質の高いスマート社会の実現に貢献してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 よんでんグループ中期経営計画2025
2 よんでんグループ統合報告書2023
3 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進に向けた体制強化について
4 2023年度よんでんグループ経営計画の概要

	公表日
	1 2021年3月31日
2 2023年9月29日
3 2022年2月22日
4 2023年4月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
1 https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/policy/medium-term_management_plan/medium-term_management_plan_2025.pdf　P26
2 https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/library/annualreport/index/annual_j_a3_2023.pdf　P20、36、40、59
3 https://www.yonden.co.jp/press/2021/__icsFiles/afieldfile/2022/02/22/pr009.pdf
4 https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/library/account/fy2023_nendo_summary.pdf　P8

	記載内容抜粋
	1 四電グループは、デジタル技術を活用して業務やビジネスを変革するデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進し、効率化の深掘りや革新的なサービスの創出などにより、競争力の強化と新たな価値創造の実現を目指してまいります。
2 DXを、BX by ｢D｣（=デジタル技術やデータを活用して、ビジネスモデル・プロセスや企業文化・従業員マインド等を変革すること）と定義付けし、事業活動において競争力を強化し新たな価値創造を実現するための手段と位置づけ、専任組織がDXを推進するための環境整備と取組実践の支援を通じて、グループ大でビジネスモデル・プロセスの変革を進めています。
（具体的取り組み）
・需給運用における最経済化の追求
　AIを活用した需給計画立案システムを活用して想定される複数シナリオを分析し、燃料消費や発電機の起動・停止を最適化することで、最経済運用を実現し、需給関連費の低減を図っています。
・AIを活用したダム流入量予測
　近年増加している局地的集中豪雨などで業務が複雑化していることから、AIを用いて数時間先までのダム流入量の変動を予測することで、業務を高度化し、豪雨災害等への対応能力の向上を図っています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 取締役会の承認を経て公表
2 ～④ 取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進に向けた体制強化について
よんでんグループ統合報告書2023　P59

	記載内容抜粋
	（体制・組織）
中期経営計画において長期重点課題として掲げたＤＸの実現を目指し、デジタル技術やデータを活用した業務の自動化・高度化に向けた取り組みを進めており、この取り組みを、強力かつ迅速に進めていく観点から、2022年3月1日付で総合企画室内に「ＤＸ推進プロジェクト」を設置し、総合企画室長がＤＸの推進を統括する体制を整備しました。
（人材の育成）
「DX人材」の育成に向けて、「四電DXラーニングプログラム」を整備し、個々のレベルに応じて必要な知識・スキルを身に着けることができる教育制度を整備しています。また、DX社内ポータルサイトを構築し、社内外のDX事例の紹介や新しいデジタル技術の解説などのコンテンツを提供することで、社員のDXリテラシーの向上を図っています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2023年度よんでんグループ経営計画の概要　P8


	記載内容抜粋
	従業員の意識改革やIT・デジタル活用の環境整備を進めるとともに、パイロット部門を選定し、デジタル技術等を活用した部門業務の効率化・高度化を支援しています。
環境整備のうち、IT/デジタル活用環境整備として、「クラウドサービスの利活用促進」「データ利活用推進基盤の構築」などに取り組んでいます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 よんでんグループ中期経営計画2025
2 DX推進に向けた取り組み 

	公表日
	1 2021年3月31日
2 2023年12月20日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
1 https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/policy/medium-term_management_plan/medium-term_management_plan_2025.pdf　P29、30
2 [bookmark: _GoBack]https://www.yonden.co.jp/corporate/dx/index.html　「DX推進指標」

	記載内容抜粋
	（抜粋・要約）
DX推進により既存事業の競争力強化や新たな価値創出を実現することで、電気事業の事業基盤強化と収益性向上を図り、持続的な企業価値創出を目指します。
よんでんグループ中期経営計画2025における2025年度の経営指標として、
・ROA3.0%程度
・経常利益350億円程度
・自己資本比率25%以上
・営業キャッシュ・フロー1,100億円程度
を設定しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 よんでんグループ統合報告書2021
2021年12月7日
2 2022年度 よんでんグループ経営計画の概要　
2022年4月27日

	発信方法
	取締役社長による情報発信
1 https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/library/annualreport/index/annual_j_2021.pdf　P18
2 https://www.yonden.co.jp/assets/pdf/corporate/ir/library/account/fy2022_nendo_summary.pdf　P1

	発信内容
	1 ＜社長メッセージ抜粋＞今回の中期経営計画2025については、2030年にグループが目指す姿を設定したうえで、中間地点となる2025年度の経営目標と事業運営方針、その実現に向けた取り組み等を取りまとめました。ポイントは2点で、＜中略＞2点目は、ESGを軸に、当社の持続的価値創造の取り組みを再構築し、重点課題を改めて設定したことで、社内外にサステナビリティの向上に取り組む経営姿勢を明確に打ち出すとともに、長期重点課題として、「2050年カーボンニュートラルへの挑戦」、「デジタル・トランスフォーメーションの推進」を掲げたことです。
2 ＜社長メッセージ抜粋＞今後は、中核事業である電気事業と電気事業以外の事業を両輪として「よんでんグループ中期経営計画2025」の実現を目指すとともに、持続的な企業価値創出の基盤強化に向けて、中⾧期課題であるカーボンニュートラルやデジタルトランスフォーメーション（DX）に取り組んでまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を実施し、得られたフィードバックをもとに対応を検討。
※IPA公開のDX推進指標自己診断フォーマットを活用



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年9月～　継続実施中

	実施内容
	サイバーセキュリティ経営ガイドライン、社内規程類に基づきサイバーセキュリティ対策を実施しています。
具体的には、情報システム部の担当役員（CISO：情報セキュリティ管理総括責任者）のもと、セキュリティマネジメントのPDCAサイクルを回すことで、情報セキュリティ対策状況を定期的に確認・評価し、情報セキュリティの継続的な維持・改善を図っています。また、高度化・複雑化するサイバー攻撃に対応するため、情報システム部の担当役員（CISO：情報セキュリティ管理統括責任者）を責任者とする管理体制を整備しているほか、日常的にセキュリティに関する情報収集と諸対応を行うSIRT（セキュリティインシデント対策組織）を設置しており、万一、セキュリティ事故が発生した場合は、SIRTを中心に迅速に状況を把握し、早期に復旧を図ることとしています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

